家族の所得と租税―個人単位での所得の把握か，それとも家族単位か― by Koduka, Masahiro
はしがき 本稿は，平成２７年８月５日開
催の会員懇談会における，岡山大学法学部 准
教授 小塚 真啓 氏の「家族の所得と租税―
個人単位での所得の把握か，それとも家族単位
か―」と題する講演内容をとりまとめたもので
ある。尚，当日の配布資料を，本文末尾にまと
めて掲載している。
はじめに
今日は家族の所得と租税ということで，所得
税の中の少し細かいというか，実務上はあまり
問題にならないところではあるのですが，しか
し，理論的に考えると非常に興味深い部分につ
いてお話させていただきたいと思います。
まず，スクリーンに表示しているスライドを
ご覧いただきたいのですが，タイトルのところ
に「個人単位」という言葉があるかと存じます。
皆さまよくご存じのとおり，日本の個人所得税
はいわゆる個人単位課税を制度として採用して
いるとされています。事実，法文を見る限り，
間違いなく個人課税を建前としていると言える
と思われます。しかし，法の適用も考察の対象
とした上で厳密に考えていくと，個人単位とは
言いながらも，実は必ずしも個人を単位として
捉えていないのではないか，という疑問が起こ
ってきます。むしろ家族関係の存在を直視する
という観点から，複数の個人が家族の単位で把
握され，課税上取り扱われる場合もかなりある
のではないかということです。
そういうところを最初に少しご紹介して，そ
の上で，後ろの方では，個人の単位を実際に扱
っている部分と，家族の単位として扱っている
部分が混在していると考えることができる，そ
ういうふうに認識するべきであるということを
お話しします。その混在状態をどのように評価
していくのかというところまで，今日はお話し
できればと思います。
その意味で，本日の内容は実務に直結するよ
うなものではなく，ずいぶん理論に傾斜したも
のであると言うべきでしょうか。見方を変える
と非常に細かい，なぜこんなことを論じるのか
よく分からないというところもあるかと思いま
す。その点等を含めまして，後程，色々とご質
問いただければと思います。
スライドとレジュメをお手元にご用意してお
ります。片面１冊のものの３枚のレジュメと，
スクリーンで映しますスライド資料を両面印刷
にしたものがあります。基本的にはこのレジュ
メに沿ってお話ししたいと思うのですが，やは
り少しイメージを沸きやすくするために図等も
あった方がよいのかなと思った部分に関しまし
ては，パワーポイントの図も適宜参照しながら
進めたいと思います。
まず，目次をご覧ください。今日，最初にお
話しさせていただくのが「問題の所在」です。
どのようなことが問題なのかということについ
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てここでざっくりとお話しさせていただきます。
そして，次の「個人所得税における家族の所得
の把握」という章では，日本の個人所得税にお
ける課税所得の算定上，家族の所得というもの
が具体的にはどのように取り扱われているのか
ということを，４つの局面に着目してお話しし
ます。この部分は，先ほど申し上げました個人
単位での所得の把握か，それとも家族単位での
把握かというテーマについて，日本の個人所得
税においては実際どういった取扱いになってい
るのかということの確認を行う部分です。
その次の「包括的所得概念と家族」について
ですが，先に申し上げましたように，日本の個
人所得税は個人単位課税を取っています。従っ
て，その課税所得の把握は基本的に個人一人ひ
とりについて行われます。この個人一人ひとり
についての把握という部分ですが，基本的には
皆さまは企業の方が多くいらっしゃるというこ
となので，独立当事者間基準とかそういった言
葉は，非常によく耳にされていてよくなじんで
おられると思いますが，そのような把握がよく
なじむような一人だけで独立して生活を営んで
おられる方もいらっしゃると思います。
しかし，一方において，やはり人間は社会的
動物でありますから，ある種の集団を形成する
ことが多いのも事実です。そして，その集団の
中の最も濃密な集まりの内の一つは，やはり家
族ということになろうかと思います。そして，
そのような家族があった場合には，あくまで建
前としては個人単位課税なのだけれども，現実
には家族単位での把握が入ってくることになり
ます。それは実際にはしょうがないのではない
かという話をここでは少しさせていただきます。
そして，そのような混ざり方を理論的に基礎
付けることはできるだろうかという検討を，
「包括的所得概念と家族」の部分でお話します。
具体的にどういうことかと申しますと，家族単
位での所得の把握というものは，実際の日本の
個人所得税の運用上，多く存在しています。そ
して，それは個人把握を所与のものとして見た
場合，一見おかしなことのようにも見えるのだ
けれども，しかし改めて理論的に考えてみると，
家族単位での把握というものは実は必然になり
得るのではないのかということです。
結局，個人単位課税ということを制度として
施行するとすれば，恐らく必然的にある程度家
族の単位での把握というものと，原則であると
ころの個人単位の把握が混在せざるを得ないの
ではないか。そして，そういった混在が理論的
に間違っているとするならば，個人単位課税は
やはり放棄するべきである結論も出てき得ると
ころですが，「いや，そうではないでしょう」
というのがさしあたりの結論となります。
その上で，これらの内容についてのまとめの
ような部分をお話しして，残り，質疑というか
ご質問をお受けできればと考えています。以上
が本日のアウトラインということになります。
では，具体的にこの問題の所在の話をしていき
たいと思います。
１．問題の所在
１―１．個人所得課税における家族の取り扱い
（に関する従来の議論）
まずここでは，「問題の所在」の最初のトピ
ックとして，個人所得課税における家族の取り
扱いに関する従来の議論をまとめます。それは，
個人単位課税と家族単位での課税との対立，そ
してそのどちらがより好ましいかという話です。
周知の通り，日本の個人所得税が個人（居住
者がメーンになりますが）を納税者として課税
をするに当たっては，その居住者が一人で住ん
でいる，生活しているという場合（すなわち，
独身の場合）においても，婚姻をして夫婦で生
活している場合も，或いはさらに子どもがいる
場合であっても，そしてその子供が未成年であ
っても同居の成年であっても，どのような場合
でもそれらの個人一人ひとりを個人所得税の納
税者として，かつその個人納税者一人ひとりに
ついてその個人納税者（居住者と言った方がい
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いかもしれませんが）の課税所得を計算します。
そして，さらにその課税所得の数値を課税標準
としてそこに税率を乗じて税額を計算します。
これが日本の個人所得税であり，いわゆる個人
単位課税ということになります。
しかしながら，これは個人所得税というもの
を実施するに当たっての唯一の方法では決して
ないわけであります。この日本工業倶楽部とい
う場所は，戦前からの，非常に由緒ある場所と
いうことで，こういった場で私が講演させてい
ただくのは非常に光栄なことであると思ってお
りますが，そういう歴史的なという文脈で申し
上げますと，日本が所得税を実施するようにな
って，実はもう１００年以上たっています。その
戦前の個人所得税も，もちろん個人の所得に対
して（も）課税をしていました。そして，確か
当時は居住者という呼び方はしていなかったよ
うな気はいたしますが（注：「本法施行地に住
所を有し又は一年以上居所を有する者」と規定
されていた），その者に対して，各々，所得を
一応計算させます。ただし，当時の課税所得と
いうものは，現在われわれが所得税法で目にす
るところの計算とは随分違っておりまして，
各々の所得を計算した後に行われます税額の計
算の上では，世帯ごとに，しかも当時は特にい
わゆる大家族制が原則的なものでしたので，夫
婦だけではなくて，その子ども，更には同居親
族が全部基本的に合算させられた上で税率が乗
じられるという仕組みになっておりました。そ
のようないわゆる家族単位課税というものが，
むしろ日本では取られていたということになり
ます。
そのような家族単位での課税の仕方に対し
て，１９４９年のシャウプ勧告では，家族単位から
個人単位へ転換するべきであるという内容の勧
告が行われまして，それを受けて，日本の税制
は個人単位へと転換したわけであります。つま
り個人所得税と申しましても，個人個人に課税
するか，家族単位で課税するかというのは自明
的な問題ではなく，どちらの選択肢もそこには
存在しているというわけです。ただ，そのよう
な日本の文脈，つまり戦前の家族単位から，戦
後のいわゆる戦後改革の一環として個人単位に
なったというところからしますと，何となく家
族単位というものは非常に古臭くて，なるべく
克服されるべき存在であるかのようにも聞こえ
る，或いは見えてくるところではあります。
しかし，これについてはレジュメの注１でも
挙げましたが，当時は神戸大学に，現在慶應大
学に在籍しておられます佐藤英明先生などは，
かなり鮮明に夫婦単位課税というものの正しさ
を主張なさっています（佐藤英明「基礎的人的
控除の簡素化」（税研１６巻３号６０頁（２０００年）））。
すなわち，より公平な租税というのは，夫婦単
位での課税ではないかということです。佐藤先
生や，佐藤先生のお師匠筋に当たられます東京
大学名誉教授の金子宏先生などは，ご論文の中
で，家族単位というものは，封建的な社会・制
度から近代化してくる過程で克服された，いわ
ば遺構のようなものとして語られるべきもので
はなく，むしろ現代においても，よりいろいろ
な社会的な実態を反映させた上での家族単位で
の課税という方法があり得るのだということを
議論なさっています。
この場合での家族単位，現在での家族単位で
の課税というものは，これもご存知の方は多い
かもしれませんが，いわゆる二分二乗と呼ばれ
るものであります。二分二乗とは，簡単に言っ
てしまいますと，夫婦の所得を基本的には合算
し，その上で，基本的にはそれぞれが半分ずつ
獲得したのだと考えて，税率等を乗じるという
ものです。もちろん一口に二分二乗と言いまし
ても，制度的には非常に細かくいろいろなパ
ターンがあり得ます。たとえば，実際にはそう
いった所得の分割は行わず，しかし，税率表を
納税者の家族状況に応じて複数用意することで，
あたかも所得の分割が行われているかのような
結果をもたらすというような制度もございます。
非常ややこしい感じがするのですが，実際アメ
リカの連邦所得税では，そういった方法が取ら
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れています。
あまり細かいことばかり申し上げても仕方が
ありませんので，このくらいにしますが，いず
れにしても，なぜそういった課税の単位が問題
になるかということについて簡単にご説明しま
すと，基本的に個人所得税はいわゆる累進税率
を採用しており，それゆえ，完全に個人単位で
課税を行うとすると，納税者は所得の分割を試
みると考えられるということです。すなわち，
（所得の）分割を行いますと，実際，税負担が
下がるわけですが，そういったことを許すかど
うかということが，従来は議論されてきたわけ
です。
しかし，個人所得税というものを考えたとき
に，個人の単位で捉えるべきなのか，それとも
家族という単位で捉えるべきなのかということ
については，上述のような問題以外にも認識さ
れるべき問題が存在するのではないかというこ
とが本日お話ししたいテーマになります。タイ
トルの方で書きましたが，所得の把握に対して，
個人一人ひとりの所得をきちんと把握している
部分と，まとめて家族としての所得として把握
してしまっているという文脈があるのではない
のか，しかし，それは個人での把握の徹底が非
常に困難であるからばかりではなく，必ずしも
適切ではないからなのではないかという問題提
起です。それが，今回お話ししたい内容になり
ます。
以下では，図を用いつつご説明したいと思っ
ております。
１―２．個人単位課税の原則と限界
これ（スライド３）が日本の個人単位課税で
す。この二人は夫婦として，１つの世帯を形成
しています。しかし，両者の収入は合算される
ことなく，各々で税額を計算することになりま
す。個人単位課税ですので，これはある種当た
り前であるわけです。しかし，もう少し考えて
みると，この二人の収入は，各々が外部とのや
りとりによって得た所得の部分だけではないの
ではないか，夫婦の間でもそれぞれにとってみ
れば所得に当たるものがいろいろ発生している
のではないか，ということに気が付きます。
つまりこういうことです。例えば夫の方が妻
より稼ぎが多く，より多くの生活費を負担して
いるというケースを考えます。この場合，妻側
から見れば，その分だけ自分の稼いできている
部分よりも多くの消費活動等ができますし，さ
らに実際流入があるという状態になります。そ
うなりますと，その部分については，所得とし
て，収入としてカウントされるべきではないの
かという問題が生じ得るはずです。
或いは，例えばあまりこういう言い方は好ま
しくないのかもしれませんが，一例として妻が
専ら家庭内の家事を行っているとします。この
とき考えるべきなのは，家事というサービスは，
市場で購入することもできる，すなわち市場価
値のあるものであるということです。対価を支
払って，コック等を雇い，料理を作ってもらう
ということもできますし，清掃サービスも市場
には存在します。或いは，子育て等に関しても，
いわゆるベビーシッターなどを雇ったりするこ
ともできます。そのようなサービスは実際に価
値を持っていますので，それを受け取ると当然
その分だけある種の満足が得られます。すなわ
ち，価値の流入がある，経済的価値を得ている
ということになります。従って，先ほどのモデ
ルのように，それを専ら妻が提供しているとし
たら，それは夫の側において，流入があったと
して，所得として把握されるべきであるように
も思われます。
以上のように申し上げますと，それはお金で
はないのだから，現にお金をもらっているわけ
ではないのだから，所得ではないのではないか
と，お考えになられるかもしれません。しかし，
日本の所得税は，所得税法の３６条におきまして，
経済的利益というものを基本的に収入として把
握するべきだという原則を打ち立てております。
従いまして，法解釈のレベルでもこういったや
りとりの部分についての把握が求められている
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ということが言えるように思われます。また，
これはあとで少し触れさせていただく予定です
が，理論的にも満足というものに対して課税す
べきであるということは主張されています。し
かし，そういう問題は，実はあまりこれまで論
じられてこなかったのではないでしょうか。
家族の中で誰がどれぐらい生活費を分担する
のか，また，家族の中で家事を誰がどれぐらい
負担するのか，これは非常に個人的なことです。
しかし，本当に個人一人ひとりの所得というも
のを把握して，それに基づいて課税をしていく
ということであれば，こういった流入もまた，
きちんと把握されるべきなのではないでしょう
か。しかしながら，みなさんご存知のようにこ
のような課税は行われてはいません。つまりこ
の局面において，所得の把握は家族という単位
で行われているということができると考えられ
ます。家族というものを単位とするということ
であれば，上述のようなことは，自分の右手と
左手でどちらが多く稼いだとか稼いでいないと
か，そういったナンセンスな議論だということ
にすることができるのです。皆さまは企業の方
が多いということですので，法人に喩えますと，
支店と本店の取引に関して，これを原則として
は所得として把握しないという取扱いがありま
す。それと同じような形として考えていただけ
ればと思います。
このように，課税は個人単位であるとしつつ，
実は家族を単位としている局面があるのではな
いか，それを追求していきたいというのがこの
話になります。
１―３．法人所得税における関連当事者間への
対処
ここで，少し，今回の着想の出発点となった，
「家族の所得の問題を法人に置き換えたらどう
なるか」という話をさせていただこうと思いま
す。日本の法人税，法人所得税では，それぞれ
の法人が１つの経済グループ，法人グループを
構成していたとしても，各々で所得算定するの
が原則になっています。これは皆さまよくご承
知のところかなと思います。
それらの法人が外部で取引した部分について
は，当然益金・損金となって把握されていきま
す。しかし，同一のグループに属しているから
こそ行うような取引については，それが非正常
取引，すなわち，低額或いは高額譲渡等であっ
た場合には，時価でやりとりをしたとして，損
益の計算をし，さらに時価との差額等の部分に
ついては寄付金のやりとりがあったとして，処
理しています。つまり，そういった内部でのご
ちゃごちゃした部分等についても，法人所得税
では課税所得の算定を行っているというわけで
す。
この法人の取扱いに引き付けて，個人所得税
においても，その内部的な取引部分をも課税対
象にしていくという方が実は自然なのではない
かということを考えました。そういうことが今
回の着想の出発点にあります。
しかし，ご存知のように，この寄付金課税と
いうものは，場合によってはいわゆる経済的二
重課税を生じさせます。そのような経済的二重
課税をどう考えるのかということが，従来いろ
いろ議論されてきました。現在では，日本の法
人税法はいわゆるグループ法人税制という制度
を設けて，１００％関係の法人間においては，寄
付金を支払った側では全額損金不算入として，
さらに受け取った側では全額益金不算入にする
といった処理を行うことにしております。
さらに，レジュメの注２で挙げましたが，そ
のような法人のグループ間での取引について，
法人所得税はどのような対処をしていったらよ
いのかということについて，非常に優れたご研
究があるのが東京大学の増井良啓先生です（増
井良啓『結合企業課税の理論』（東京大学出版
会，２００２年））。増井先生は，ご著書の中で，（今
述べた１００％関係の法人間でのグループ法人税
制のような対処策とは別に）各々の法人を納税
者としてその所得を把握し，課税していくのが
原則であるけれども，それを少し変えて，グ
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ループを１つの経済単位として，グループ単位
で課税していくという選択肢も踏まえた上で，
正しい課税のあり方を追求していくべきだろう
といった議論をなさっています。
１―４．家族単位の要素の混在
そうであるとすれば，結局この個人の場合に
おいても，むしろここで生じてくるような問題
点を解決するために，すなわち先ほどの寄付金
課税の経験をそのまま当てはめてくれば，ここ
をしっかり課税する，個人所得税の対象にして
いくとすれば，いわゆる経済的二重課税が起き
るでしょう。さらに特に非正常取引をきちんと
課税していくことになると，どこまでそのよう
な課税をしっかりやっていくのか，執行面で大
変問題が出てくると考えられます。いわゆる移
転価格税制等において，これが大変執行上の問
題を抱えているものであるのかということは，
皆さまよくご承知のとおりかと思いますが，そ
ういったものが生じ得るようになるわけです。
その不都合を，すなわち経済的二重課税とか，
或いは執行していく上での非常に困難な部分を
解決するために，家族単位で課税を考えていく，
所得を把握すべきだというふうにしていく場合
もあるのではないのかということです。このと
ころが１つの問題意識，問題の所在ということ
になります。
２．個人所得税における家族の所得の
把握
２―１．家族内の資本・労務の提供
では，次に具体例を少し見ていくことにした
いと思います。まず最初に，家族内の資本・労
務の提供というケース（スライド７）について
です。
所得税法には５６条という規定があります。所
得税法５６条は，皆さまあまり馴染みがおありで
ないかもしれませんので，少しご説明いたしま
すと，夫婦で，或いは家族で何か事業活動を行
っている場合についての規定でございます。
まず，仮に夫がメーンでその事業活動を行って
いるとします。日本の個人所得税の文脈におい
ては事業主と呼びますが，事業主は対外的には
基本的に取引を取り仕切っているという存在で
す。そして，そのような事業活動に，妻が資本
を提供しているというケースを考えます。この
場合の資本とは，婚姻前に築いた個人資産でも
結構ですし，妻の親からの贈与や相続によるも
のでも構いません。要するに，妻が，夫婦の共
有にかかるものではない資産を夫が事業主とし
て営んでいる事業に提供している，そして，妻
自身はその事業で，例えば事務員として働いて
いるという状況を設定させていただければと存
じます。
ところで，一般に事業から出てきた所得，平
たい言い方をしますと儲けといったものが，一
体どの納税者のものであるのか，つまり，課税
物件と納税者，納税義務者との結び付きはどの
ように決されるのかということですが，これを
「帰属」と申します。その帰属の判定は，大原
則としては資本や労務を提供した者に対して結
び付けるという形で行われます。つまり，資本
や労務が使われることによって所得が発生して
きた場合には，その所得を得たのは提供主であ
る，ということです。これが日本の個人所得税
における原則だと言われます。
この大原則に対し，上記のようなケースでの
取り扱いはどうなっているのかということです
が，夫が事業主としてもうけを得ているという
取扱いになります。しかし，先ほど申し上げま
したように，理論的には，所得とは資本や労務
を提供した者に対して認識されるものであるわ
けです。従って，本来その夫の収入とされてい
るものの中には，当然妻側に帰属するべき，つ
まり個人所得税の考え方からすると妻が当然得
ていると考えるべきである部分があることにな
ります。しかし，そのような取り扱いをこの５６
条は基本的に認めないのです。具体的にどうい
うことかと申しますと，事業主たる夫の側では
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資本や労務の提供に対して支払った対価を必要
経費に算入できず，同時に提供側においては収
入を得なかったものとして取り扱われるという
ことになります。
さらに，このケースにおいては，妻は土地・
家屋を保有しているので，それについての一定
のコストを負担していると考えられます。典型
的な例としては固定資産税等がありますが，そ
ういったものを支払っているはずであるという
ことです。この支払いは，その土地・家屋が妻
の所有にかかるものである以上，当然妻の支出
であるということになります。
しかし，所得税法５６条は，上記のようなケー
スにおいて，この妻の側の経費について，夫の
側の必要経費としてそれを控除させるというこ
とを定めています。つまり，５６条の作用により，
所得税法上，このような場合の土地・家屋から
生じる所得に関しては事業主である夫に帰属し
ているというように帰属のルールが変えられて
いるのです。
このような，原則から見ればイレギュラーな
ルールが存在する理由について，伝統的な議論
では，これは家族の構成員同士の間に支配従属
の関係が存在している場合に，一定の対処が必
要だからこういう規定が置かれているのだと言
われてきました。
注３に，５６条の理解について書かれた田中治
先生の文献を挙げました（田中治「夫婦間にお
ける契約による対価の支払と必要経費の特例」
税研２１巻２号３１頁（２００５年））。従来の議論は，
ほぼここに挙げられている議論と同一のもので
あろうと思われます。
旧来の家制度等を想像していただくとわかり
やすいかと思うのですが，一家のことは夫
（父）が掌握しており，管理の権限を独占して
いるという状態がここでは想定されています。
夫がすべてを支配している状態と言い換えても
差し支えないかと思います。要するに，このよ
うな状態の家族の場合，妻や時には子というも
のは，その夫，或いは父の下で，恰も手足であ
るかのような取り扱いを受けることになる，と
いうところに着目して，仮にその夫のもとで妻
（子）が働いていたとしても，その収入は夫自
身の稼ぎとして把握すべきであるというのがこ
の説明の骨子であると考えられます。
このような経済実態がある場合に，一応は妻
に給与が支払われているという名目があるから
と言って，個人把握の原則に従って，形式上，
妻が所得を得ているというようなことで取り扱
えば，先ほど申し上げた経済上の実質では夫の
所得であるものについて，その課税負担の軽減
を認めることに繋がるでしょう。すなわち，経
済実態上，本来は夫の所得として観念すべきで
あり，そして日本が累進課税をとっている以上，
分散することに比べれば相対的に高い累進税率
の適用を受けて，少し重い税負担を負うべきだ
ということになるはずの所得について，分散を
認めることで，結果として軽い税率での課税し
か負担せずに済むということを許す，というこ
とになります。そのようなことをさせないため
に，５６条の規定がある，というのが従来の説明
であったということになります。
しかしながら，このような議論を前提にする
と，現在ではそのような実態はなくなってきて
いるのではないのか，ということが指摘できる
でしょう。実際，そのような極端な家の主人，
マスターといったような強権的な存在に皆が従
っているという家庭は，恐らくあまりないよう
に思われます。
さらに，実際にはこの所得税法５６条について
は，さらなる例外規定が存在します。それが５７
条です。５７条とは事業主の同居親族が，専ら，
その事業に従属的な形で労務を提供する場合
に，５６条の規定を塗り替えて一定の範囲で給与
の支払いを認識するという規定です。同居の親
族が営んでいる事業に労務を提供するという場
合，多くのケースでこの専従性が認められるこ
とになると考えられます。
５６条は，その構造上は労務の方に関しても適
用があるというようになっているのですけれど
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も，恐らく最も典型的な労務の提供方法は，前
述のように専従者としての労務提供であると考
えられ，そしてその局面において，５６条は５７条
によって塗り変えられるという形で，結局のと
ころ原則通りの取り扱いを受けることとなるの
です。
もう一つ話を進めます。この所得税法５６条の
ルールは，ある個人が自分の名前で，つまり個
人事業として事業を行っている場合に適用があ
るルールです。しかし，個人事業でない場合，
つまりこの事業活動が法人形態で行われている
場合にはどうなるでしょうか。この場合，その
所得の帰属の主体，事業からの所得の帰属の主
体は法人ということになりますので，５６条の規
制は全く及ばなくなります（所謂，法人成りと
呼ばれるものを思い浮かべていただければと思
います）。そして，その法人が支払った部分，
つまり労務の提供に対して支払った対価につい
ては，これは法人税の決まりで（もちろん法人
税法３４条の下でいろいろな規制はかかってはい
るのですが），原則としては損金に計上される
ことになっています。同時に，受け取った側で
は，これを給与として計算することになります。
つまりこの法人成りという方法によって，こ
の５６条の規定は骨抜きにされてしまうのです。
また，細かい話になってしまいますのでここで
は省略しますが，組合等の方法によってもこれ
は可能であるとも言われます。いずれにしても，
いろいろな手段によって抜け道ができている状
態になっているので，もはやこの規定には意味
がないのではないのかということを考えること
もできないわけではありません。実際，田中
（治）先生のご論稿では５６条は今となっては不
要な規定なのではないかという提言が，はっき
りと述べられています。
しかし，それは本当なのでしょうか。すなわ
ち，家族を単位として所得を評価していく，把
握していくというのは，前時代的な，今となっ
ては単に克服されるべき考え方であると本当に
言い切ってよいのでしょうか，という問題提起
を，ここではさせていただきたい。
現在においても，もちろん夫婦の関係はいろ
いろございまして，夫婦の双方が資本や労務を
提供したとしても，それによって得られた経済
的成果は全て夫，或いは妻の方が握るという
ケースはあり得ると思います。また，別のケー
スとして，夫（今回も便宜上こう設定いたしま
す）が働いて，一人でその家庭の収入を（ほと
んど）全部稼いでくるのだけれども，その成果
である給与に関しては全部妻が握っており，全
体から見れば非常に些少な額のお小遣いのみを
渡されて，それ以外の部分について夫は全く決
定権を行使できない，といったようなことも考
えられるように思われます。
従来，この部分についての議論はあまり行わ
れてきませんでしたが，実際に所得が資本や労
務の提供に対応しており，その提供者に帰属す
ると考えられるということと，それを家族の中
で具体的に誰がどう支配するのかという問題は，
別々の問題であることを考えると，やはり検討
の必要があるのではないでしょうか。そして本
当に個人単位で独立に考えていきますと，家族
の中で収入をすべて支配している妻にはその支
配権を得たことによって利益の流入が観念され
るはずですし，さらに言うならば，妻がその一
部を再び夫にも使わせるということがあるとす
れば，それは夫側でその分について妻から「使
っていいですよ」という形で利益を得たと見る
べきことになるのではないでしょうかというこ
とが，ここで私の指摘したいところです。
先ほど申し上げましたように，日本の所得税
法は，その３６条において，新たに自分が手に入
れたあらゆる経済的価値というものは原則とし
て収入金額になると謳っておりますので，これ
らの利益は結局課税されるべきものということ
になりそうである，ということになります。そ
して，それでは妻は，夫に処分権を委ねた部分
について控除できるのかと申しますと，恐らく
その支出は所得を稼ぐためのものではないとい
うことで，いわゆる家事費という扱いになると
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考えられますから，その分は所得の算定上減る
ことはありません。つまり，もし厳密に個人単
位課税を突き詰めていくならば，先ほどの法人
税のところにおいて，非正常取引によって，特
に寄付金のやりとりがあった場合において，寄
付金が支払った方の側で一部しか損金に算入さ
れず，そして受け取った方の側では全額益金に
算入されることによって，経済的二重課税が起
きたのと同じような問題が生じることになるの
ではないのでしょうか。
さらに，このように，流入を個人一人ひとり
について厳密に把握するということを徹底する
ということになりますと，そのような経済的成
果，経済的利益についての支配権，スライド８
では経済的支配権と書いておりますが，それが
どちらにあるのかということをきちんと把握し
ない限り，個人所得税における合法性の原則を
満たせないのではないのかということになって
きます。しかし，このように，家庭の収入につ
いて，誰がどれぐらい管理しているのかという
ことをきちんと把握していかなければならない
とすると，これはなかなか大変な話であると思
われますし，そもそも，相当にプライバシーを
侵害することにもなりかねないでしょう。
そこで，所得税法５６条，或いはその背後にあ
る考え方によって，家族の単位で所得を把握す
るというやり方を採用することにすれば，今述
べた経済的二重課税，或いは経済的支配権がど
ちらにあるのかということを事細かに見ていく
という執行の困難性や，プライバシー侵害の危
険を回避することができる，５６条はそのような
不合理の回避に資するものであるという評価が
できるのではないか。これが５６条の話でした。
２―２．家族のための支出と所得控除
続きまして，家族のための支出と所得控除に
ついて紹介いたします。レジュメには配偶者控
除や扶養控除を例として挙げています。
配偶者控除や扶養控除は実額の控除ではない
のですが，ある人が，配偶者であるとか或いは
同居の親族である本人ではない人に対して経済
的負担を負うということ，そのような別の個人
に対して支出をするということに着目して，定
額の所得控除を与えるというものです。しかし，
これがなぜ認められるのかというのは，個人単
位の考え方からは，実は自明ではありません。
つまり，本人にかかる費用の部分については，
その分が最低生活費の部分であるから課税しな
いという理屈が考えられ，それゆえ基礎控除が
認められるということができると思われるので
すが，そうではない他人のものに対してそれを
払った場合にも，なぜ同じように控除が認めら
れるのか，という問題です。これについては，
扶養などの法的な義務によってその分だけ自分
の実入りというか，自分が自由に使える部分が
減るので，だから担税力が減るのだという理解
も可能であるように思われます。特にこの配偶
者控除に関しましては，社会問題にもなり，そ
してまた来年度の税制改正の１つの大きな焦点
になってくるのかなと思いますが，いわゆる
「１０３万円の壁」というものがあります。
この「１０３万円の壁」は，６５万円までの給与
収入に関しては課税を受けることなく得ること
ができることを指します。個人の基礎控除が３８
万円であることから，合計所得金額が３８万円以
内に収まるような形で，１０３万円に至るまでは，
非課税の状態でその収入を得ることができるわ
けです。しかし，もしも本当に個人単位課税を
貫徹するならば，そもそも冒頭で述べましたよ
うに扶養されているということによっても経済
的利益を受けているということになるはずです
ので，それが収入金額として把握されるべきな
のではないのかということになります。もちろ
んそのような扶養等に基づく金品を受け取った
場合については，注４で挙げましたように課税
しないという規定を所得税法は設けているわけ
ですが（所得税法９条１項１５号），しかしそれ
は金品ということですので，経済的利益の形で，
それを受け取った場合については課税しないと
いうことはどこにも書いていません（従って，
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経済的利益の取り扱いに関しては租税法律主義
の見地からも問題があるのではないかと指摘で
きます）。そして法への明記があろうとなかろ
うと，いずれにせよ，これらの取り扱いという
ものは家族単位での把握を行っているのです。
つまりその所得のこの把握の部分について見る
と，家族というものが恰も１人の納税者という
ように取り扱われており，だから扶養する側に
おいてもう課税されている，課税は終わってい
るのであるということで，扶養を受けた側では
所得として把握しないということが起きている
のではないかと考えることができます。
少し細かい話になりますので，ざっくりと，
ということで申し上げたいと思いますが，ここ
で少し生命保険料控除の話もさせていただきま
す。
この生命保険料控除というものも，納税者個
人が自分自身の契約している生命保険に対して
払っているという場合に控除が認められること
には何の問題もないのですが，別の個人（典型
的には同居の配偶者等）の保険料の支払いにつ
いても控除対象になることとなっています。そ
のこと自体，かなりおかしいのではないのかと
いうこともありますが，特に問題となるのは，
保険料を支払ってもらった者の側において，こ
れを課税していないということです。もちろん，
そのような保険料の負担があって，そして実際
に保険金を受け取った場合，或いは，負担者が
死亡した場合に，原則としては相続税の課税対
象になるというようなルールは存在します。し
かし，保険事故の発生や負担者の死亡を待つま
でもなく，支払ってもらっている個人が保険契
約者本人である（単なる受取人の地位に留まら
ない）という場合には，いわゆる掛け捨てのも
のでなければ解約返戻金が貯まっていきますの
で，直ちにもうけ（所得）を得ていると評価で
きます。つまり，その気になれば契約を解除し
て実際に現金を手にすることができるというこ
とです。しかし，こういった場合にも，保険料
の支払いの段階では課税されることはありませ
ん。
そうなってくると，やはりこの部分について
も，一体的な把握，つまり家族単位での所得の
把握をしていると見ざるを得ないのではないの
かというのが，ここでの話ということになりま
す。
２―３．家族内での家事サービス
家族内の家事については，基本的に課税所得
の中に反映させていかない，させないというの
がこれまでの日本の個人所得税の取り扱いであ
りました。そして，それは帰属所得に当たると
一般的に言われてきました。
帰属所得というものは，いわゆる市場を通さ
ずに行う消費です。典型的なものとしましては，
いわゆる帰属家賃というものがあります。帰属
家賃とは，自分の持ち家等について，もしも他
人に貸していれば賃料という形で普通の収入が
得られるところ，それを他人に貸さずに自分で
住むという場合に観念されるものです。すなわ
ち，住宅に住むということ自体には市場価値が
あるわけですが，市場を通すことなく自分で消
費するということです。この場合，日本の所得
税は基本的に課税をしていません。このような
市場を通さずに行う消費を帰属所得と一般に称
しています。では，帰属所得を非課税のものと
して取り扱うということについての法的根拠と
はどこにあるのかと申しますと，収入金額がな
いからなのである，と一般的に説明されます。
つまり自分で自分の資産を利用した場合，消費
された価値自体は存在するのだけれども，自分
で自分に対してお金を払うということはできな
い，だから収入というものがないのだ，だから
現行所得税の下ではあらゆる経済的利益は課税
されるのだがこれは課税されない，と説明する
のが一般的であります。
そして，従来，家族内での家事（サービス）
については，この帰属所得に当たるのだと言わ
れてきました。この家族内の家事の場合につい
ては，もちろん自分で消費していると考えられ
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る部分もあります。例えば妻が専業主婦として
料理や掃除や子育て等の家事を全部行っている
とすると，料理については自分で食べる部分も
ありますし，掃除をして部屋がきれいになった
ことへの満足や，或いは子育てをして子どもの
成長を見るとか，そういうところによる満足と
いうものを自分で消費している部分も当然ある
のですが，しかし一方において夫も同様の利益
を享受しているのは間違いありません。そうな
りますと，これらのもののうち，自分で消費し
ている部分以外については，本当は相手方（こ
の場合夫側）の収入金額となるはずではないの
かということになります。
さらに，例えば夫婦で夫が婚姻前に購入した
住宅に住んでいるというケースを考えます。こ
れは持ち家ですから，自分だけで住んでいるの
であれば，前述の通り帰属所得として取り扱わ
れるべきものと言うことができるでしょう。し
かしながらそこに，妻等の，本人以外の個人が
共に住んでいるとしたら，その分の経済的利益
の移転は存在するはずであり，これは妻の側
（受取り側）で把握されるべきではないのかと
いうことになります。それにも拘らずこのよう
な利益の移転はほとんどの場合で把握されてい
ないと考えられるのです。このように移転の無
視が起こるのは，家族単位の把握をしているか
らなのではないかということになります。
２―４．傷害保険金の非課税
こちらについては，簡単に紹介するだけとい
うことにさせていただきたいと思います。日本
の個人所得税においては，損害賠償金等を非課
税とする規定が置かれています。それと並ぶ形
で，傷害保険金，いわゆる損害契約のうちの傷
害に起因して受け取った保険金についても，同
様にこれを非課税とする規定が置かれています。
この非課税は所得税法９条１項１７号で規定され
ており，その詳細は政令（所得税法施行令）に
委ねられています。その政令の規定を単純に見
ますと，どのような個人が傷付いてお金を受け
取ったとしても非課税と取り扱われるように読
めなくもないのですが，そうなりますとかなり
おかしなことになります。例えば私が全然関係
ない第三者を被保険者として保険契約を結び，
そしてその被保険者が例えば何か交通事故等に
遭ってけがをしたとして，それによって私に支
払われた保険金を私が非課税で得られるという
ことになれば，それはやはり問題があるのでは
ないでしょうか。こういった問題がございます
ので，実際課税実務においては，非課税を自己
の身体の傷害に起因するという形での限定解釈
をやっています（所得税基本通達９－２０）。
さて，このような限定解釈自体については，
私は非常に合理的なものだろうと思っておりま
す。そもそもこういった損害賠償等を課税しな
い理屈があるとしたら，それは結局のところ，
所得というものは新たに得ているものであり，
傷害の発生によって得たものは単に損害の回復
であるので，そこに新たな価値の取得は存在し
ないと見るべきであり，それはもうけ（所得）
ではないのだと言えるからです。すなわち，得
た賠償額に対応する損害が自分にあるからこそ
課税されないのだというが理屈としては非常に
通っています。したがって，このような限定解
釈は基本的に妥当なものだろうと考えられます。
しかし，実は，通達は家族の損害の回復の場合
でも非課税になり得るのだという可能性を認め
ています。結局，ここでも家族単位での所得の
把握という外形がうかがわれるということです。
以上が，日本における個人所得税において，
家族単位での所得の把握というものが，実は随
所に潜んでいるのではないでしょうかというこ
とのご紹介でした。
３．包括的所得概念と家族
３―１．家族単位での所得の把握は妥協の産物
か
では，家族単位での把握は端的に言って間違
っているのかということについて考えたいと思
租 税 研 究 ２０１５・１１90
います。つまり，これは個人単位課税の不徹底
ということではありまして，場当たり的なもの
にも思われ，従って，改められていくべきもの
なのである，と言えそうにも思えるのですが，
果たして単純に言い切ってしまってよいのか，
ということです。むしろ，家族単位での把握を
原則にする方が正しいのではないか，このよう
な場当たり的なことになってしまうのは，家族
単位での課税にしていないからなのではないか，
と考えることもできるかもしれません。そこで，
ここでは，では家族単位の把握の方が本当に正
しいのか否かということについて考えていきた
いと思います。
まず確認しておきたいのは（これは今回の話
の肝の一つでもあるのですが），そのような家
族単位の所得の把握というものは，妥協の産物
なのかということです。このことについて，
チーム生産という発想を用いて考えてみます。
まず，例えば弁護士や税理士のような所謂士
業に就いている人物が二人いると考えてくださ
い（スライド１４）。そして，一方は，事件の処
理，つまり具体的にクライアントから受け取っ
た事件の処理を得意としており，その能力は他
の人と比べても非常に優れているのだけれども，
顧客の獲得は苦手としている，そして，他方は，
顧客を獲得してくることを得意とし，具体的な
事件処理は大変苦手であるという場合を考えま
す。この二人がそれぞれ独立して業務を行って
いる場合には，一方は顧客獲得がボトルネック
となり，もう一方は事件の処理の部分がボトル
ネックとなって，どちらも十分なパフォーマン
スを発揮できません。こういう二人が結婚をし
て，一緒になって事業活動している場合を考え
ていただければと思います。
こういった二人がチームとなった場合，顧客
の獲得が得意な方は，ひたすら獲得に専念して，
顧客を獲得していきます。そして処理を得意と
する方は，処理に専念することができ，その才
能を発揮して獲得された分の事件を全部処理し
ていきます。そうすると，例えば，それぞれが
バラバラに事業を行っていた時にはどちらも５
件ずつの事件しか扱えなかったものが，合計で
１７件の事件を処理できるというようなことが起
こるわけです。双方とも従前と同じだけの労力
しかかけていないにも拘わらず，それぞれが，
より得意な方に特化することによって，すなわ
ちチーム生産を行うことによって結果が増大す
るのです。無論，処理件数の増加は報酬の増加
につながりますから，個人で事業を行っていた
時に比べて，追加的な経済的な成果を得られて
いる，所得を得られているということになりま
す。
そのような場合，この例でいうと７件増加し
ている事件分，より多くの所得が生じるわけで
すが，ではそれがどちらか一方のものに帰せら
れるかというと，多分そうではありません。も
ちろん先ほどの，個人でやっていた場合との比
較によって，それぞれが個人でも処理できてい
た５件分ずつのところについては各々の分とは
言えるかもしれません。しかし，それを超えた
プラスの７件分についてのもうけがどちらのも
のなのかということについては，それぞれの支
払った労力が従前と変わっていない以上，どれ
ぐらいの労力を出したのかということによって
判定することはできないということになります。
注８に挙げましたのが，アメリカのパート
ナーシップ，日本で言えば組合におけるチーム
生産の課税に触れた論文です（Bradley T. Bor-
den, Partnership Tax Allocations and the Inter-
nalization of Tax-Item Transactions,５９, S. C. L.
Rev, ２９７（２００８））。ただし，この論文が扱って
いるのは，先に例として挙げた家族事業のケー
スでの話ではありません。そこでは，二人のそ
れぞれ独立した個人がパートナーシップ（日本
法では組合に相当）を形成し，チーム生産のか
たちで所得獲得活動をするというケースが登場
します。そして，この論文では，チーム生産に
よって増加した利益については，各々のパート
ナーがチーム生産であるところのパートナーシ
ップ事業に提供した労務や資本など着目しては
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分割することができないと主張されます。先ほ
ど申し上げましたように，二人のパートナーに
よる資本なり労務なりが両方揃わないと生じな
い利益ですから，当然ですね。もっとも，この
論文は，だからパートナーそれぞれについて課
税するのはおかしい，間違っているとは主張し
ません。このケースのパートナーシップのよう
な，パートナーが互いに独立した個人である場
合には，各々が自己の利益を最大化するという
見地から最も合理的であるように分けるはずで
ある，だからその分け方を尊重すればよい，と
いう話になるわけです。
さて，この議論を家族の場合に引き付けてき
ますと，現実にどのように分けられているかと
いう，その実態を尊重すべきであるということ
が一応は言えそうです。しかしその一方で，家
族の場合については，外部的な部分のやりとり
は別に，どれぐらい家事をしたり，どれぐらい
生活費を負担したりしたかというような，非常
に私的な部分が当然混ざってきます。そうなっ
てきますと，実態の把握は非常に困難であると
いうことになり，それを厳密に尊重するという
ことはできないということになってくるのでは
ないでしょうか。つまり，家族間において，資
本や労務の提供に応じて利益を切り分けるとい
うことは，原理的にできないという可能性があ
るのではないかということです。
そもそも人間はなぜ婚姻するのでしょうか。
これは経済学の文脈の中でも論じられてきたポ
イントであります。経済学では，より豊かな消
費生活を送るということに当たって，１人での
場合よりも共同した場合の方がより多くの利益
を得ることができるのである，だから，そのよ
うな増加を狙って，人は婚姻するのだというこ
とが主張されています。これは，まさにチーム
生産という話になるのだろうと思います。そう
なってくると，結局およそ全ての個人がそれぞ
れに独立して生活を営んでいるといったような
社会でない限り，個人単位の貫徹というものは
困難なのではないか，ということが言えるよう
にも思われます。
その一方で，包括的所得概念というものは，
理念的に，日本の個人所得税においても最も正
しい所得の把握なのだということが，従来言わ
れて参りました。そして，包括的所得概念に依
拠する限り，やはり個人単位での把握が正しい
のだという主張もなされてきたところです。こ
れは少し昔の論文ではあるのですが，東京大学
の中里実先生が注１０で挙げた９５年の論文におい
て，このことを主張されています（中里実「家
庭と租税制度」ジュリスト１０５９号３１頁（１９９５年））。
中里先生のご主張は，簡単に申し上げますと，
個人単位での把握の徹底こそが正しい所得課税
のあり方なのである，ということになりますか
ら，先ほどまで私が申し上げていた話とはかな
り違った内容のものであるようにも思われます。
しかしながら，この点については少し注意が必
要です。中里先生の仰るところの「所得の正し
い把握」というものは，入ってきたもの，所謂
収入に対する把握なのではなく，最終的にどれ
ぐらい使ったのかという出口の部分に着目する
ものであるからです。すなわち，注１３で挙げて
いますが，ヘンリー・C・サイモンズという経
済学者が，ある一定の期間において行った消費
と貯蓄を足し合わせたものが所得になるのだと
示したわけです（HenryC. Simons, PERSONAL
INCOME TAXATION（University of Chicago
Press, １９３８））。そしてこの考え方に忠実に，ど
ういったものをその一定期間に消費したのか，
そして貯蓄したのかという点をきちんと把握し
て，それらを足し合わせたものが所得と中里先
生は考えておられますので，そのような考え方
からすれば，実はどれぐらい入ってきたのかが
わからない，というのがここでの問題であった
わけですから，その問題はクリアされます，と
言いますか，そもそも問題自体に抵触しません。
もちろん，個人が一定期間においてどのくら
い消費したのか，或いは貯蓄したのかというこ
とを厳密に把握するのは大変難しいとは思いま
す。しかし，中里先生のように出口に着目した
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考え方をとれば，原理的に，どれぐらい入って
きたのかが客観的にはよくわからないという問
題からは免れることになります。そういったこ
とから，中里先生は，個人単位での把握という
ものはちゃんと理想として実現できるはずなの
だと主張されているのではないかと思われます。
３―２．所得概念の目的論的性格と家族の所得
これまで，所得というものについて日本の個
人所得税の前提であるとされてきたところの，
どれぐらいのものが入ってきたのか，というこ
とを正しく追求していきましょうという方向で
申し上げてきました。しかし，先ほどご紹介い
たしました中里先生のご主張のように，入って
きた方ではなくて，むしろどれぐらい出ていっ
たのか，つまりどれぐらい消費したのか，どれ
ぐらい自分の財産を貯蓄したのかというところ
を把握するように所得税を変えていくべきなの
ではないのかということも考えることができま
す。
現在のシステム，考え方ですと，入ってくる
ものを個人単位で正しく捉えようとして，現実
的には（そして恐らくは理論的にも）それはで
きないという問題に直面し，結局，家族単位で
の把握を併用するという状態に陥っています。
それよりも出口に着目して把握していく方が正
しいのではないのか，或いは家族での単位の把
握へと移行してしまうのが正しいのではないか，
この２つの可能性が出てきたのですが，これに
対しては，そのような混在も間違っていないの
ではないかということを最後にお話ししたいと
思います。
さて，レジュメの方は，注１１の方に戻りたい
と存じます。東京大学の藤谷先生は２００２年の論
文の中で，「所得概念というものは，それが自
明的に正しいのではない。そうではなくて，な
ぜそのような個人所得税を課すのかということ
の政策目的というものと，ちゃんと整合的なの
かどうかという観点から考えなければいけな
い」と仰っています（藤谷武史「非営利公益団
体の機能的分析２―政策税制の租税法学的考察
―」國家學曾雑誌 １１８巻１，２号１頁（２００５年））。
これは，所得概念というものは，正しい個人所
得税を行うというその正しさが政策目的と合致
しているかどうかという観点から評価されなけ
ればいけないというご主張であると考えられま
す。このような観点から考えることで，今まで
述べてきたような混在状態というものは正当化
され得るのではないかということが，ここでお
話させていただきたいことです。
具体的に個人所得税の政策目的が理想的な所
得概念の内容を決定するということの詳細なと
ころはここでは省略したいと思いますが，簡単
に紹介だけします。
この中で藤谷先生が主な根拠として挙げられ
ていますのは，注１２で紹介しましたアンドリ
ュースの論文です（Wiliam D. Andrews, Per-
sonal Deductions in an Ideal Income Tax, ８６
Harv, L Rev.３０９１９７２）。アンドリュースのこの
論文はご存じの方も多いのではないかと思いま
すが，簡単にご説明いたします。
当時，アメリカでは租税歳出論や租税支出論
と呼ばれる考え方が提唱されました。そして，
その一環として所得控除についても問題提起が
ございまして，所得控除を行う場合，低所得者
ではなく，むしろ高所得者が大きな利益を得る
こととなる，という批判がなされました。すな
わち，累進課税の存在により，高額納税者は，
より高い税率で税金を払っているわけですが，
所得控除が行われますと，限界税率が高い部分
から控除が行われる，差し引かれるということ
になります。それは間違っているという議論で
す。このような批判が行われる際に，しばしば
その対象として挙げられていたのが医療費控除，
或いは寄付控除のようなものでした。
これらについて，アンドリュースは，医療費
控除及び寄付金控除について，ご自身が考える
ところの正しい個人所得税を実施するに当たっ
ては，むしろ控除されるべきなのだということ
を論じられましたが，そこでいう正しさとは自
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明のものではなく，なんらかの政策目的を達成
できるという意味での正しさであったことに留
意が必要です。藤谷先生はこの意味での正しさ
についてのアンドリュースの考え方を高く評価
されています。
また，サイモンズの方も，この後紹介いたし
ますが，贈与について経済的に二重課税を行う
ことを認めています。つまり贈与を行った方の
側においては，その贈与した分の財産の減少を
控除せずに，受け取った方の側でそれを全て課
税するという主張です。その一方で，扶養につ
いては経済的な二重課税を全く行わないという
ような主張もなされています。藤谷先生は，そ
のようなサイモンズについても，これを正しい
としています。つまり藤谷先生は，サイモンズ
について，当時の，非常に大きな格差がある
（これは現代にもまた，あてはまるところかも
しれませんが），所得の分配の状態において，
それ自身を正すためには個人所得税が必要なの
である，として所得の再分配という目的を掲げ
て所得概念を提示したのだという評価を与え，
そのような内容に依拠して，政策目的の内容が
理想的な所得概念の内容を決するのであるとい
う考え方を提唱されているのです。
このように考えていきますと，今まで見てき
たこの混在状態も同じように，ある場合におい
ては個人単位で所得を把握するというのが正し
いけれども，場合によっては家族を単位として
把握するのも正しいというように言えるのでは
ないか，何らかの政策目的との結び付きにおい
て，このような混在は正当化し得るのではない
か，というように考えられるわけです。
このあたりはサイモンズが明示的に述べてい
るわけではないのですが，先ほどの扶養につい
ては二重課税をしないということ，すなわち払
った側について控除は行わないが，受け取った
側についての課税も行わない，ということは著
書の中で述べられています。これは，執行コス
トというものを考えてそのようにしたのだと言
われることが多い部分なのですが，先ほどの藤
谷先生の理解によれば，サイモンズの考えると
ころの政策目的と合致しているがゆえであるの
ではないかということになります。ただし，こ
れが具体的にどのような政策目的と関連付けら
れているのかということは，また別途考える必
要があるでしょう。
４．まとめ
最後に，レジュメでまとめと書いてある部分
についてお話させていただきたいと思います。
日本の現在の個人所得税では，これまで見て参
りましたように，個人単位での所得の把握と家
族単位での所得の把握とが混在しています。今
回の話ではあまり触れておりませんが，あくま
で原則としては外部から得た所得については個
人単位で把握しているわけですから，原則と例
外が混在しているということになります。この
ような混在は場当たり的で，不公平の源だと見
るべきなのかもしれませんが，しかしそれは早
計なのではないか，というのが本日のお話でし
た。
つまり，最後に少しご紹介しましたように，
日本の個人所得税は一体何を目的として行われ
ているのかということを考える必要があるので
はないか，このような混在について目的への合
致を理由に正当化される可能性があるのではな
いのかということが，今回の私の話のコアとな
ります。無論，この部分に関しては，より詳細
な検討が必要ですが，今回は時間の関係もござ
いまして，細かな部分についてまではお話しで
きませんでした。
最後に，サイモンズが，先ほどご紹介しまし
た恣意的にも見える区別に関して行っている議
論を紹介しておきたいと思います。サイモンズ
は，実は帰属所得についての課税はかなり強化
するべきだという主張をしています。しかし，
一律に帰属所得を全部課税するべきだとは言い
ません。具体的には，勤労性の帰属所得，簡単
に言いますと，自分で家事をするとか，子育て
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をするとかいったような帰属所得については，
これは課税すべきでないと言います。その一方
で，資産性のものは課税するべきだと主張する
のです。つまり，自宅だとか，ヨットだとか，
そういうものを自分で所有して，満足を得てい
る部分については課税するべきだということが
著書の中ではっきりと述べられています。
これは，大変恣意的な区別なように見えます。
つまり，どちらも自分で直接に経済的価値を消
費しているのですから，その点だけに着目した
ら，非常に場当たり的に見えるわけであります
し，恣意的にも見えるわけです。しかし，サイ
モンズはこのような区別が個人所得税の累進性
（なぜ累進性を高めるべきかと言えば，累進度
を高めて所得の再分配をしなければいけないと
いうのがサイモンズの考え方であるからです
が）を高めると言っており，このことによって
目的達成に近づくことができると述べています。
勤労性の帰属所得は低所得者層に集まっており，
他方，資産性の帰属所得はむしろ富裕層が持っ
ているのであるから，資産性の帰属所得のみに
課税することによって格差の是正を図ることが
できるのだ，そして，勤労性の帰属所得という
ものは，低所得者階層同士の間では大体同じぐ
らいの金額となることが予想されるため，その
間の差も発生しないというのがサイモンズの主
張です。すなわち，勤労性の帰属所得の非課税
は，低所得者層に対して一律に基礎控除を拡大
するといった効果を生み，他方，資産性の帰属
所得は高額納税者の層を対象とするものである
ので，これには課税することによって累進度を
高めることができるので，これらによって所得
再分配により合致する結果を生ぜしめる，とい
った形で正当化できるというのです。
もちろんこのような議論を，日本の現状，す
なわち，帰属所得も家族の所得の把握として日
本の個人所得税の中にがっちりと存在している
といったような状態にそのまま，当てはめるか
たちでその正当化を試みるのは難しいかもしれ
ません。実際，勤労性の帰属所得が同じような
所得階層の中で一様であるかと言われれば，少
なくとも現在の日本では恐らくそういう事実は
なく，共働きの家庭もあれば，片働きもある等，
同じ所得階層でも多種多様であろうと考えられ
ます。ですので，この議論を直ちに応用するこ
とは難しいのかもしれないのですが，しかし，
同じような正当化ができるかどうかということ
は，今後論じていく必要があるだろうと思いま
す。そして，他にもどのような正当化の可能性
があるのかということを，突き詰めていく必要
があるだろうという問題意識だけ最後にお伝え
して，この話を終わりということにしたいと思
います。
質問の時間が短くなってしまいましたが，以
上です。何かお気付きの点等，疑問の点ありま
したら，何でも結構ですのでお寄せいただけれ
ばと思います。どうもありがとうございました。
質疑応答
（Q１） 昨今の議論で，女性の社会進出を応
援するためということでしょうか。保育サービ
ス費を所得控除すべきではないかという議論が
あります。それは家事的消費ではなくて，必要
経費であるという考え方かと思います。ただ，
その場合は家で子どもを育てていることも当然
必要経費として控除されるべきと考えられるか
と思いますが，どのように思われますか。
（小塚） その点については次のように考えら
れます。例えば今まで，専業主婦として子育て
をされている方がいるとしましょう。もしフル
タイムで働きに出るとすれば，それまでのよう
には子育てができない。結局，その子育てを誰
かがしなければいけないので，その分について
それを外注します。その費用というものは，も
しその負担をしなければ当然専業主婦だった方
はフルタイムでは働けないので，働くため，つ
まり，収入を獲得するために必要性があるとい
う話になります。ただ，日本の所得税において
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は，そのような必要性があるものであっても，
子育てという家事に関連しているので，おそら
く，いわゆる家事関連費に当たるのだとされて，
多分控除できていない。こういうことになるの
だと思います。
私はこのような子育てに係る費用の所得控除
の是非の議論を必ずしも承知していないところ
ではありますが，もし法を改正して控除を認め
るとしたら，ある種の家事関連費という部分の
中でも特に必要性が強いと認めて控除するのか，
或いは女性の社会進出を後押しするための政策
を実現するために割り切って控除を認めるのか，
多分どちらかになると思います。私個人として
は，消費としての性格の強い支出が混在する場
合には控除は認めないというのも一つの政策判
断だと思いますので，その意味では，もし控除
を認めるとすると，政策的に例外を設けるのだ
という理解になるのかなという感じはいたしま
す。
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